
長野県の人口の現状分析

平成27年３月25日
長野県企画振興部総合政策課

人口の将来展望を示す「人口ビジョン」策定の前提となる長野県人口の現状
について、まち・ひと・しごと創生本部が示した手法を加味した分析を行う。

資料１



2,061
2,021

1,982 1,958 1,957
2,018

2,084
2,137 2,157

2,194 2,215 2,196
2,152

2,091
2,019

1,938
1,851

1,761

1,668

717
655

572

485
450 464 469 447

393

355 334 316 296 270 242 218 196 183 174

1,228 1,234 1,267
1,315 1,324 1,338 1,362

1,399 1,416 1,422 1,405
1,356

1,282
1,195

1,131
1,077

1,018
944

853

115 131 143 158 184 215 253
292

347

417
475

522
569

625 645 643 637 634 641

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

総人口

年少人口

（15歳未満）

生産年齢人口

（15～64歳）

老年人口

（65歳以上）

○総人口は、平成12年(2000年)をピークとして減少に転じ、国立社会保障・人口問題研究所(以下「社人研」)の推
計によると今後30年間(2010年→2040年)で48.4万人減少。年少人口、生産年齢人口もそれぞれ12.2万人、42.9
万人減少。

○今後、年少人口、生産年齢人口が減少する一方、老年人口は横ばい傾向の見通し。

長野県の人口の推移

出典：2010年までは総務省「国勢調査」。将来推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」。
注：総人口には年齢不詳を含むため、年齢３区分別人口の合計と一致しない。

（千人）

見通し（社人研推計値）
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○生産年齢人口割合は全国を下回る水準で低下する一方、老年人口割合は全国を上回る水準で上昇し、30年後
(2040年)には５人に２人が高齢者。

○年少人口割合は概ね全国と同様の水準で低下。

長野県の人口の推移（年齢３区分別人口割合）

出典：2010年までは総務省「国勢調査」。将来推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」及び「日本の地域別将来推計人口」。

（％）

見通し（社人研推計値）
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社会動態

自然動態

【自然動態】オイルショック以降増加幅が縮小、平成15年から減少に転じ減少幅も拡大傾向。
【社会動態】高度成長期には大幅な社会減。平成10年の長野オリンピックに向けた平成３年～平成９年には社

会増となったが、平成13年からは人口流出が続く。

長野県の人口増減の要因

出典：社会動態は総務省「住民基本台帳人口移動報告」、自然動態は厚生労働省「人口動態統計」。

（人）

高度成長期

H3 バブル崩壊

S53 第２次オイルショック

H3 長野オリンピック招致決定

H6 松本空港ジェット化

H9 長野新幹線開業

＜高速道路開通状況＞
S50.8 駒ケ根～中津川

S61.3 岡谷JCT～岡谷
H5.3 豊科～長野東、藤岡～佐久

H8.11 小諸～更埴
H11.10 上信越道全通

H20 リーマンショック

H23 東日本大震災

（国内移動）
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外国人（H26から

調査対象）を含む
と -3,703



○昭和40年代は、出生数の増加傾向を背景に自然増がゆるやかに拡大。高度成長期の大幅な社会減も縮小に向かい、人口は安定

的に推移。

○昭和50年以降は、出生数の減少により自然増が縮小、社会動態は増減を繰り返し人口の増加幅は縮小。

○平成14年には、自然増が社会減を補いきれなくなり、人口マイナス領域へ。平成15年からは自然動態も減少に転じ、自然減と社

会減のダブル減局面に。

長野県の人口増減の要因（散布図）

出典：社会動態は総務省「住民基本台帳人口移動報告」、自然動態は厚生労働省「人口動態統計」。
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S41 ひのえうま

S46～49 第2次ベビーブーム

H3 バブル崩壊

H20 リーマンショック

H23 東日本大震災

H3 長野オリンピック招致決定

H6 松本空港ジェット化

H9 長野新幹線開業

○昭和52年、昭和59・60年、平成３～９年、平成11・12年を除き転出数が転入数を上回る。
○昭和46～49年の第２次ベビーブーム以降出生数は減少。平成15年以降、死亡数が出生数を上回り、その差
（自然減）は拡大傾向。

長野県の転入・転出数、出生・死亡数の推移

（人）

H15 -87人
出生数 19,735人
死亡数 19,822人

出典：転入・転出数は総務省「住民基本台帳人口移動報告」、出生・死亡数は厚生労働省「人口動態統計」。
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6

○長野県の合計特殊出生率は、全国平均を上回りながらも同様に低下傾向であったが、長野県は平成16年、全国は平
成17年を底に近年は上昇傾向。平成25年は1.54と前年比＋0.03の微増。

○女性数（15～49歳）は、近年減少傾向が顕著であり、合計特殊出生率が上昇しても出生数は減少。

長野県の合計特殊出生率・女性数の推移

合計特殊出生率

合計特殊出生率 ［長野県］

合計特殊出生率 ［全国］

女性数（15～49歳）[長野県]

女性数（人）

出典：厚生労働省「人口動態統計」、長野県「毎月人口異動調査」。
（注） 合計特殊出生率：15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女子が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの平均こども数に相当
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○10代後半から20代前半層の転出超過が顕著。高卒後の就職や進学を契機とした東京圏や長野県以外の中部圏

への流出が考えられる。

○30代、50～60代層は転入超過にあり、子育て世代や退職期世代の流入が考えられる。

○近年の傾向として、20代の転出超過、東京圏への転出超過が拡大していることがわかる。

長野県の年齢階級別・地域ブロック別社会移動の状況

（人）
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出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」。

年齢階級別の社会移動の状況
（人）

地域ブロック別の社会移動の状況

【北海道・東北圏】北海道,青森,岩手,宮城,秋田,山形,福島
【北関東圏】茨城,栃木,群馬 【東京圏】埼玉,千葉,東京,神奈川
【中部圏】新潟,富山,石川,福井,山梨,岐阜,静岡,愛知
【関西圏】三重,滋賀,京都,大阪,兵庫,奈良,和歌山
【中国圏】鳥取,島根,岡山,広島,山口 【四国圏】徳島,香川,愛媛,高知
【九州・沖縄圏】：福岡,佐賀,長崎,熊本,大分,宮崎,鹿児島,沖縄
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○15～19歳から20～24歳になるときの大幅な転出超過、20～24歳から25～29歳になるときの大幅な転入超過は近
年それぞれ縮小傾向にあるが、 20～24歳から25～29歳になるときの転入超過の縮小が激しい。

○25～29歳から30～34歳、30～34歳から35～39歳、35～39歳から40～44歳の層がかつては転入超過であったが、
近年は転出超過。
→就職や進学を機に県外へ転出した人々が、かつてはある程度戻ってきていたが、近年はその傾向が弱くなっ
ていると考えられる。

○55～60歳から60～64歳になるときの転入超過は近年わずかに拡大傾向。

長野県の性別・年齢階級別社会移動の長期的動向

（人）

出典：総務省「国勢調査」をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において厚生労働省「都道府県別生命表」を加味。
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○15～19歳から20～24歳になるときの大幅な転出超過は近年拡大傾向にある一方、20～24歳から25～29歳にな
るときの大幅な転入超過は急激に縮小している。
→男性に比べ若年女性の流出が加速している状況が見られる。

○他は概ね男性と同様の傾向。

長野県の性別・年齢階級別社会移動の長期的動向

（人）

出典：総務省「国勢調査」をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において厚生労働省「都道府県別生命表」を加味。
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○社人研の「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」準拠推計等の国提供データを活用して将来推
計を行う。

長野県の将来人口の機械的試算

≪社人研＋移動収束せず≫

≪社人研＋出生率上昇≫

≪社人研＋出生率上昇＋
移動均衡≫

≪社人研準拠≫ 
（移動一定程度収束）

≪準拠≫ 日本創成会議による将来推計

＜出生＞に関する指標

●純移動率

2005～10年の純移動率が2015～
2020年にかけて0.5倍に縮小、その
後は一定

＜移動＞に関する指標

純移動率

全国の移動総数が社人研の2010
～2015年の推計値から縮小せずに
概ね同水準で推移すると仮定

●子ども女性比

社人研「日本の将来推計人口（平成
24年1月推計）」（以下「全国推計」）の子
ども女性比の推移に合わせた設定。

2010年の全国の子ども女性比と各自
治体の子ども女性比との比をとり、その
比が15年以降も一定と仮定。

※子ども女性比
基準年次の15～49歳女性人口に対

する0～4歳人口の比

●純移動率

2005～10年の純移動率が2015～
2020年にかけて0.5倍に縮小、その
後は一定

純移動率
移動（純移動率）が2015～2020年か
ら均衡して推移すると仮定

合計特殊出生率
国の長期ビジョンに準じ、2030年まで

に1.8、2040年までに人口置換水準であ
る2.07まで上昇すると仮定

社
人
研
準
拠
の
派
生

＜死亡＞に関する指標

●生残率

全国推計の生残率仮定値の推移に
合わせた設定。
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○出生率が上昇した場合、社人研準拠の推計と比べると、2040年時点で７万人、2060年時点で16.2万人増加。
○出生率が上昇し、かつ社会移動が均衡した場合、社人研の推計と比べると、2040年時点で13.6万人、2060年時点で

29.4万人増加。

長野県の将来人口の機械的試算（総人口）

（千人）

※ 2045以降の仮定値は、2040の仮定値がその後も変わらないと仮定して計算。

1,668

1,288

1,598

1,738
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2,100

2,200

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡
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○総人口をみると、出生率上昇、社会移動均衡がそれぞれ人口増に効果があることがわかる。

○0-14歳人口をみると、出生率上昇による人口増効果が高いことがわかる。

長野県の将来人口の機械的試算（年齢区分別人口の状況１）

（千人）
（千人）

＋70

＋66

＋56

1,668

1,598

1,738

2,152

1,804

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2010 2040

総人口

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡

174

163

230

296

247

160

180

200

220

240

260

280

300

2010 2040

0-14歳人口

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡
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○15-64歳人口をみると、社会移動均衡が人口増に効果が高いことがわかる。
○65歳以上人口をみると、出生率上昇、社会移動均衡ともに人口増にほとんど影響を与えないことがわかる。

長野県の将来人口の機械的試算（年齢区分別人口の状況２）

（千人）
（千人）

＋51

853

803

866

1,286

917

800

850

900

950

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

2010 2040

15-64歳人口

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡

571

632

641

570

580

590

600

610

620

630

640

650

2010 2040

65歳以上人口

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡
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○0-4歳人口をみると、出生率上昇が人口増に効果が高いことがわかる。
○20-39歳女性人口をみると、社会移動均衡が人口増に効果が高く、出生率上昇はほとんど影響を与えないことがわか

る。

長野県の将来人口の機械的試算（年齢区分別人口の状況３）

（千人）
（千人）

＋24

＋19

56

52

80

90

87

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

2010 2040

0-4歳人口

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡
150

231

169

140

150

160

170

180

190

200

210

220

230

240

2010 2040

20-39歳女性人口

社人研準拠

社人研＋移動収束せず

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡
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○老年人口割合は社人研準拠推計では2050年まで上昇するが、出生率上昇ケース及び出生率上昇＋移動ゼロケース
では、2045年をピークにその後低下する。

長野県の将来人口の機械的試算（老年人口割合の変化）

※ 2045以降の仮定値は、2040の仮定値がその後も変わらないと仮定して計算。

34.4%

36.0%

38.4%

39.8%
40.1%

39.7% 39.6%

33.9%

35.1%

36.9%

37.6%
37.2%

36.2%

35.2%

26.5%

33.1%

34.0%

35.5%
35.8%

35.1%

33.8%

32.1%

25.0%

27.0%

29.0%

31.0%

33.0%

35.0%

37.0%

39.0%

41.0%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研準拠

社人研＋出生率上昇

社人研＋出生率上昇＋移動均衡
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○人口減少は３つの段階を経て進行するとされている。

○社人研準拠推計における2010年～2040年の県内市町村の動向を見ると、人口５千人未満の町村の約８割が「第３段階」
に該当する。

県内市町村の人口減少の３段階（社人研準拠）

人口減少段階別・人口規模別の市町村数の状況（2010年→2040年）

◆老年人口の増加

◆年少・生産年齢人口の減少

【第１段階】

◆老年人口の維持・微減

◆年少・生産年齢人口の減少

【第２段階】

◆老年人口の減少

◆年少・生産年齢人口の減少

【第３段階】

（参考）

市町村の人口規模

合計
2040年
人口

(千人）10万人以上
5万人以上
10万人未満

3万人以上
5万人未満

1万人以上
3万人未満

5千人以上
1万人未満

5千人未満

第1段階
5 7 4 10 6 4 36 1,455

100.0% 87.5% 100.0% 52.6% 35.3% 16.7% 46.8% 87.2%

第2段階
1 3 4 1 9 94

0.0% 12.5% 0.0% 15.8% 23.5% 4.2% 11.7% 5.6%

第3段階
6 7 19 32 119

0.0% 0.0% 0.0% 31.6% 41.2% 79.2% 41.6% 7.1%

合計 5 8 4 19 17 24 77 1,668
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○社人研準拠推計において、2010年の人口を100とした場合、2040年には半数近くの市町村において人口が70を
下回り、50を下回る村も出てくる見通し。

県内市町村の人口増減状況１（社人研準拠）

人口増減状況（対2010年）別の市町村数の推移

2010年を100
とした指数

2020年 2030年 2040年

市町村数 割合 市町村数 割合 市町村数 割合

100超 3 3.9% 1 1.3% 1 1.3%

90～100 40 51.9% 12 15.6% 4 5.2%

80～90 30 39.0% 28 36.4% 13 16.9%

70～80 4 5.2% 21 27.3% 23 29.9%

60～70 0 0.0% 13 16.9% 16 20.8%

50～60 0 0.0% 2 2.6% 15 19.5%

50以下 0 0.0% 0 0.0% 5 6.5%

計 77 100.0% 77 100.0% 77 100.0%

17



県内市町村の人口増減状況２（社人研準拠）

市町村別人口増減状況（対2010年）

2030年 2040年

18
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自然増減の影響度（２０４０）

1 2 3 4 5 計

社
会
増
減
の
影
響
度
（２
０
４
０
）

1

2 6 7 1 16

川上村、下條村
南牧村、原村、南箕輪村、
高森町、平谷村、山形村

佐久市、安曇野市、軽井沢町、
御代田町、売木村、池田町、松
川村

麻績村 20.8%

2

11 17 28

飯田市、伊那市、駒ヶ根市、
茅野市、青木村、富士見
町、箕輪町、中川村、宮田
村、喬木村、木祖村

長野市、松本市、上田市、中野
市、塩尻市、千曲市、東御市、
南相木村、松川町、阿南町、泰
阜村、豊丘村、朝日村、白馬村、
高山村、木島平村、飯綱町

36.4%

3

7 16 23

岡谷市、須坂市、長和町、
辰野町、根羽村、大桑村、
小布施町

諏訪市、小諸市、飯山市、小海
町、北相木村、佐久穂町、立科
町、下諏訪町、飯島町、阿智村、
生坂村、筑北村、坂城町、信濃
町、小川村、栄村

29.9%

4

3 5 8

上松町、南木曽町、木曽
町

大町市、天龍村、大鹿村、山ノ
内町、野沢温泉村

10.4%

5
1 1 2

小谷村 王滝村 2.6%

計
2 28 46 1 0 77

2.6% 36.4% 59.7% 1.3% 0.0%

○人口増に対する社会増減の影響度が比較的高い（＝社会移動均衡による効果が高い）市町村が多いことがわ
かる。

県内市町村の自然増減と社会増減の影響度

【影響大】【影響小】

【影
響
大
】

【影
響
小
】

まち・ひと・しごと創生本部が示している分析手法
自然増減の影響度：社人研準拠推計を基礎に、出生率が2030年までに2.1に回復した場合（ケース１）の2040年の人口増減率（社人研準拠推計に対する増減率）
社会増減の影響度：ケース１を基礎に、移動が均衡する場合の2040年の人口増減率（ケース１に対する増減率）
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○住民基本台帳データによる2009年から2014年の人口増減の状況（2009年を100とした場合の2014年の指数）。
○自治体全域でみると、総人口、０～４歳人口、20～39歳女性人口ともに減少しているが、増加している地区
もあることがわかる。

市町村内の地区別分析例１
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○住民基本台帳データによる2009年から2014年の人口増減の状況が将来も継続すると仮定した場合の試算
（2014年を100とした場合の2054年の指数）。
○自治体全域でみると、自治体全域はもちろん、ほとんどの地区で人口減少が見込まれるが、減少幅が緩やか
な地区、20～39歳女性人口にあってはわずかながら増加する地区もあることがわかる。

市町村内の地区別分析例２
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市町村内の地区別分析例３

分析ツールを提供し、市町村の総合戦略策定を支援。
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